
原子力発電所の安全確保に関する申し入れ 

福島第一原子力発電所の事故から１年が経過し、その影響が極めて深刻、広範か

つ長期に及ぶ実態が明らかになっており、原子力災害が絶対にあってはならないこ

とを改めて強く再認識している。

関西広域連合では、万が一の事故災害に備え、事業者である関西電力等と安全確

保についての通報連絡・情報共有体制の構築と再生可能エネルギーの導入促進を定

めた覚書を締結するとともに、関西防災・減災プラン原子力災害対策編の策定を進

めるなどの取り組みを進めている。

このような中、定期検査で停止中の関西電力大飯原発３、４号機について、再稼

働に向けた手続きが進められているが、現時点では、原子力発電の安全性や再稼働

の必要性を含め、国民への説明が不十分で再稼働への理解がされているとは言い難

い状況である。

政府においては、今夏の電力需給状況も踏まえた上で、原発立地自治体をはじめ、

事故が起こった場合に被害が想定される周辺自治体の住民の安全・安心が担保され

るよう、今後、次の２点を早急に対応されるよう求める。

１ ストレステストの実施結果の評価のみで判断してはならない。福島原発事故の

知見を反映した安全基準を示し、これに基づいて、適切な評価を行うこと

２ 関西広域連合及び原発周辺自治体に対し、この安全基準に基づく評価について

十分な説明を行うこと
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